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(1)教育をめぐる国際関係

教育をめぐる国際関係は，国家と国家，民族と民族が凌ぎを削る鮮烈な国際舞台にあって，控

えめではあるが，持続性と浸透性の強い文化関係として注目が高まっている。フィリップ・クー

ムス (P.H.Coombs, 1964) は国際教育および文化関係を，政治，軍事，経済に続く外交政策の

第 4の次元と位置づけ，当時の冷戦構造の影に隠れて等閑視されてきた，「アメリカ合衆国の外

交政策の未開発の領域」であると指摘した（1)。そして， 1962年当時，はるかに大きな焉等教育

規模を持つアメリカと，ほぼ同数の留学生を受け入れていた英国を模範として取り上げ，戦時中

にも国家のプロパガンダから離れて，自律的に堅実な教育関係の構染を推進した，英国文化振典

会 (TheBritish Council) の努力を評価した (2)0 

国際教育関係における人的側面が教育機関を中心とした国際的人的流動（交流）であり，その

形態には留学 (overseasstudy, foreign study, study abroad)，研修・視察，訓練，顧問・指導，

在外研究 (sabbaticalstudy leave)，国際会議，文化交流 (culturalexchange) などがある。教育

における人的流動の起源はきわめて古く，紀元前 4世紀のギリシアの哲学および修辞学の学校に

すでに留学生のグループがあったという記録がある（3)。教育機関とは本来，教育に関して特定

の意志と能力を持つ者の集まりであるから，そこに様々な出身や所属の者が混在することは自明

のことである。そこにたまたま国家という概念が持ち込まれたとたん，その機関のある集団が留

学生 (foreignstudents) や外人教師 (expatriate) と呼ばれるようになるのである。近代的な意

味では，留学は，国家教育システムの持つ規模と質の面での限界を克服するための，「個人と国

家にとっての重要な教育的選択肢（オプション）を提供するもの」（4)ととらえられている。また

在外研究は科学者，とりわけ自然科学の研究者にとっては「知の普遍性の追求，連続した系とし

ての地球世界の探求のため」 (5)に必要不可欠の活動であると認識されている。また国連の経済・

社会委員会は1960年， UNESCOにあてて，「国際的な人的・知的相互接触は，国際協調と平和の

前提条件であり，教育・科学・文化の分野での交流は，経済的・社会的発展の必須の要素である」
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とする決議を採択している (6)0 

これと対照的な留学の側面は，第二次大戦中の日本の南方特別留学生のような例に見られる留

学生の戦略的利用であった。 1943年から1944年にかけて，東南アジア諸国の王族や支配層の子弟

ら212名が日本に留学させられ，「国家の人質」として，戦争の遂行に利用された。しかし特別留

学生の一部が，戦後各国で頭角を現し，新国家の政界や経済界で「知日家」として活躍するよう

になり，留学生の重要性が皮肉な形で実証されることになった。第二次世界大戦後の冷戦構造が

終結した今，国際関係における教育と文化の交流の役割はかつてない重要な局面を構成するよう

になってきた。これまで教育における人的流動の問題は，確かに多くの国においてその存在と重

要性は認識されてきたが，あくまでその国の教育システムの例外的な，周縁的問題であった。近

代化の達成に海外留学を最も有効に利用した明治日本の経験は遠い昔の歴史的例となったが，戦

後の H本の復興と，それに続くアジアの新輿工業化諸国・地域の成長が，いずれも海外留学と研

修に最も熱心な諸国で起こったことは，交流の経済的効用に対する関心を高めることになった。

アルトバック (Altbach, 1987) は，教育を受けるための学生の国際的流動は，西洋の工業化

諸国と第三世界の国々との間で最も顕著であると論じ，教育の場で国際的流動が起きる要因を

プッシュ・プルの両側面から分析した。要約すれば，人的流動は①国内教育施設の量的不足と②

質的格差（土），③外国学位の威1言(-)，④国内の政治的制約・弾圧と⑤民族差別(+)，⑥外

国政府の受人れ姿勢と奨学金(-)，⑦国際的生活機会への期待（士） （＋はプッシュ要因，ーは

プル要因）が存在する時に最も起こりやすいという（7)。一方，留学や海外研修は，一部の渡航

先国からの招聘を除けば，その経費の多くは送り出し国側の負担であり，大械の派遣には，国と

してのある程度の経済的成長が前提になる。カミングス (W.Cummings, 1991) によれば，人

口1000人あたりの留学生送り出し率では，上位10ヶ国のうち， 6ヶ国は中近東の国であり，残る

4ヶ国は香港 (4位），ギリシア (6位），シンガポール (7位），マレーシア (8位）とすべて

経済的に中進国に属するとされる諸国・地域であった（8)。しかし活発な留学生送り出し政策が

経済的離陸に貢献したのか，経済的発展が大量留学生送り出しを可能にしたのかは，このデータ

からは明らかではない。

従来，先進諸国は，外国，とりわけ途上国からの留学生に対して，奨学金を用意する他に，授

業料の免除や割引きなどのための補助金を拠出するなどして，海外からの留学生に門戸をできる

限り開いてきた。これは留学生の受入れが，受入れ国の義務感や責務感を満足させる効率的な援

助の形態であるからというだけでなく，受入れ国にとっても長期的に様々なメリットをもたらす

という，暗黙の認識があったからである。近年各国の高等教育機関に学ぶ留学生の数が顕著にな

るにつれて，彼らの教育に対して支払われる補助金や援助の負担も無視できない存在となり，こ

れらの国民の税金に基づく費用が本当にメリットに見合うものなのかという疑問が広く問われる

ようになった。

多くの論者が教育における人的交流の効用を論じているが，その要点はおよそ次のとおりであ

る。①アカデミックな効用（優秀な学生による学術水準への刺激，研究に対する国際的視野の提

供，研究の国際的拡大•海外調査への便宜の提供），②経済的効用（授業料，生活費の支払い，

帰国後の留学先国への商品・サービスの発注，貿易上のコネクションの形成，国内学生数の増減

に対する緩衝定員），③政治的効用（留学先国への政治的支持，政治的コネクションの形成，受
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入れ国政府や社会の唱道する政治的立場やイデオロギーの輸出）（9)

留学生受入れの社会的利益 (socialbenefits) に関する議論は，主として直接的経済収支の側

面と，間接的長期的経済外収支の側面がある。前者は，国民の税金から支払われる留学生等への

援助や授業料の減免に費やされた費用 (costs) が，それによってもたらされる留学生等の増加

とその国内消費の増加の収支とみあうものであるかどうかという議論であり，後者はその計算に，

留学生を当該国に招くことによって，留学生の出身国との間に生じる政治的，経済的，文化的利

益（もしくは損失）を加算した議論である。後者の議論を最的に数式にのせることはほぽ不可能

であるので，調資は質的調査にならざるを得ない。これには留学生本人への調査，インタビュー，

雇用者や教師への調査などが考えられるが，結果はきわめて大きく環境要因に左右されるので，

議論を普遍化させることは困難である (JO)0 

前者の試みには，英国では，貿易取引先国の順位と留学生送り出し国の順位に数年間のインター

バルをおいてスピアマン 9の相関係数を求めて否定的な結果を得た MarkBlaug (1981)の報告や，

留学生受人れの社会的収益率を計算した， RobinMariss (1984) などの研究があり，アメリカで

は補助金と学位授与率の関係を調べた LewisSolomon and Ruth Beddow (1984)， またブラウの

研究をアメリカの状況に合わせて修正した D.Winkler (1984)，オーストラリアでは Goldring 

委員会報告 (1984)などの研究がある (JI)結果は概して肯定的な色調が強いが，いずれもパラメー

タの設定に「感触 (feel)」にたよる部分が大きく，付帯条件つきの議論しかできていない。しか

し，これらの留学生マーケットは，向こうから渡航費用を払って，受入れ国の商品（高等教育）

を長期間買いに来てくれる，きわめて1憂遇された「輸出」産業であることは確かである。マリス

(Marris, 1984) の次の表現は印象深い。「現在 GATTでは輸出品にかける政府助成を削減する

よう各国に働きかけている。ところが， ECの規定によれば，高等教育という「輸出品」には，

ある国が留学生への政府助成を行ったならば，他国も助成を往わなければならないと求められて

いるのである。」（下線引用者）（12)

海外留学や研修が受入れ国側から見れば有効な輸出であれば，送り出し国の側から見れば高等

教育というサービスの輸入すなわち購人にあたり，大規模な購入は投資としての性格も持つよう

になる。送り出し国側からみた海外留学生派遣の効用は， 自明ながら，①最新の知識，方法，概

念の吸収，②国内尚等教育施設の不足の補填，③国際ネットワークヘの参加，④政治的，経済的，

学術的なコネクションの形成，があげられる。さらに留学生個人についてみれば，上記①⑬刈）に

加えて，⑤個人的威倍・就職条件の向上，⑥国内の政治的弾圧や差別の回避，⑦徴兵制等の猶予

や免除，⑧国際的活動能力や外国語能力の獲得，⑨海外生活の体験，国際交流の実践などのうち

いくつかが当てはまるであろう。

反面，送り出し国にとって留学はコストとリスクも伴う。例えば，①膨大な留学費用と外貨の

流出，②言語など準備に要する時間的負担，そして特に国家にとっては，③頭脳流出のリスク，

④反体制的思想・宗教・風潮の流入，⑤自国の文化や伝統に対する軽視などが考えられる。さら

に論者によって見解は分かれるであろうが，以下に述べる⑥教育的従属の現象とそれに起因する

国内教育システムのゆがみの問題も起こりうる。

アルトバック (1982) は，教育・科学の分野にも，知識の生産とその分配において，地球規模

の不平等が存在し，それによって生じる従属 (dependency) は，第三世界の国々が軍事や政治・
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経済の面において先進国に従属している状況に似て，少数の中軸的国家に知的権力や影響力が集

中し，それに第三世界の教育が従属し，また再生産されるような構造が作り上げられていること

を示した。新植民地主義 (neo-colonialism) とはそのより意図的な枠組で，かつての宗主国が，

そこから独立した旧植民地との関係において，その影響力を独立後も維持しようとして意図的な

政策によって組織的・知的なネットワークを作り上げようとする現象を言う (13)。教育および科

学の分野においては，言語，出版，カリキュラムなどのコントロールがその典型的な例としてあ

げられているが，彼は海外留学もそうした地球的規模での不平等の状況において発生する，新植

民地主義的従属関係であると分析した (14)。その否定的側面として，彼は，①教育・研究上の言

語の制約，②国際知識ネットワークヘの束縛，③留学先国の商品，サービスヘの依存，④研究方

法学派・学閥的系列化，といった弊害をあげている。

問題は，これらの従属関係は，従属する側から断ち切ることが困難なだけでなく，すすんでそ

の関係に安住し，断ち切ることに消極的である場合が多いことである (15)。第三世界の諸国の政

策担当者は，短期的・局所的には外国の既存のシステムに頼ることによって，すべてをーから創

造する場合より，資源と労力と時間の無駄を省き，国内の教育的不備を効率的に埋め合わせるこ

とができると考えるかも知れない。特定の国， A国で教育を受けた B国のエリートは， A国に対

する彼の個人的好悪がどうであれ，帰国後は A国派と認識され， B国と A国の関係が深まるほど，

職場での本人の立場は裔まるため，彼は A国派として行動せざるを得なくなる。従って，政府

官僚であろうが大学教官であろうが， B国の指導者層は A国との関係を断ち切ることに消極的

になるのである。

キース・ワトソン (1985) はこうした先進国と第三世界の国々の教育関係を一方的な従属関係

としてとらえることに反対し，相互従属 (inter-dependency)という概念を提唱した。彼によれば，

まず国際的教育現象の多くを経済的下部構造の不平等に起囚する必然的結果として説明しよう

する従属理論を批判し，非資本主義的従属関係や，国内の地域的・個人的・偶発的要因の存在を

強調した。続いて，新植民地主義の理論などに用いられる，植民地支配者対被支配者，中央対周

緑といった二極構造の枠組みを疑問視し，かつての宗主国を凌駕する経済的勢いの新興工業化

諸国・地域 (N!Cs/N!Es) の存在や，第三世界の国の側が援助等の決定のイニシアチブを握るい

くつかの事例をあげて，先進諸国の側でも，第三世界の国々の政治的決定におおいに依存してい

る状況を，タイとマレーシアの事例で説明した (16)。教育における国際的流動の現象を，国家間

の高等教育の「輸出」 ・「輸人」産業ととらえるならば，原湘の輸出と輸入における国際的駆け

引きに見られたような貿易に対する双方の依存，すなわち相互従属の関係が浮かびあがってく

る。

第三世界の多くの国々でも，高等教育施設は急速に拡大してきているが，中等教育修了者の数

もそれを上回る勢いで増加している。国内の教育の質や政治風土に問題のある国も依然多く，前

述のプッシュ要因はますますその圧力を高め，世界の教育的国際流動はその勢いを緩める気配は

今のところない。現在の教育流動をめぐるグローバルな傾向をまとめるならば，①送り出し側で

はアジアからの留学生の急増，②受入れ側ではアメリカ合衆国への留学生の集中， と言えるであ

ろう。世界の留学生受入れ実績上位50ヶ国に留学している外国人学生は総数で100万人を越えて

おり，その45％以上がアジアからの留学生である。そして全体の 3分の 1強にあたる35万人がア
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メリカ合衆国一国に集中して学んでいる。アフリカ諸国に対するフランスの影響力を別にすれば，

アメリカは現在（過去もそうであったが，相対的意味では特に近年），世界で唯一の高等教育「輸

出」大国としての地位を固めつつある (17)0 

世界の裔等教育「輸出」市場では，戦後米•仏・独・英の 4 国が大手を形成しており，それぞ

れが旧植民地を中心に，留学生の圧倒的多数をもとの宗主国に派遣する，「お得意」をいくつか

かかえていたが，アメリカは世界的にそれらのシェアを切り崩しつつある。英国に関しても，英

連邦諸国を中心に，アジアではスリランカ，シンガポール，マレーシアなどのいわゆる「お得意」

があったが，ここ10年のうちにすべてアメリカに筆頭「輸出」国の座を奪われている。 1991年の

データでは，英国が首位を維持しているアジアの国はイラク（湾岸戦争前）とブルネイの 2国だ

けとなった。表 lはアジア（西アジアは省略）主要国からの留学先，筆頭「輸出」国の変遷を示

した。

［表 l] 東アジア・東南アジア・南アジア諸国の学生の第 1位の留学先国

統計年 1970 1980 1990 統計年 1970 1980 1990 

バングラディシュ 米 米 ラオス 仏 仏 米
中華人民共和国 仏 米 米 マレーシア 豪 英 米
カンボジア 仏 仏 ミャンマー 英 楽 米
香港 米 米 米 パキスタン 米 米 米
インド 米 米 米 フィリッピン 米 米 米
インドネシア 独 独 米 シンガポール 豪 英 米
日本 米 米 米 スリランカ 英 英 米
大韓民国 日＊ 米 米 タイ 米 米 米
朝鮮民主主義人民共和国 独 仏 中 ベトナム 仏 米 米

出典： UNESCO,Statistical Yearbook, 1970（上位40ヶ国中）， 1980,1990（同50ヶ
国）データ収集年は統計年の 2~4年前，＊在日韓国系学生を含む。（米：
アメリカ，英：英国，仏：フランス，豪：オーストラリア，独：ドイツ， 日
：日本，中：中国）

カミングス (1985) は，アジアの学生がなぜアメリカヘの留学を望むのか，について論じ，一

般的には，アメリカ高等教育の高い質と受容力（規模），適正な授業料とパートタイムでの職の

得やすさなどを理由にあげた。さらに，アジア34ヶ国について 6つの変数で回帰分析を行った結

果，アメリカが留学生大国である前に移民大国であったこと，アメリカ製品が送り出し国で普及

していることなどが，留学先としてのアメリカの選択に関係があると結論した (18)。

上述の 2つのグローバルな潮流に加えて，小規模ながら顕著な動きをみせているのが，アジア

諸国からの日本への留学生の急増である。日本政府，文部省は1983年，当時 1万人強（国内高等

教育機関人口比0.8%）を受入れていた留学生数を，西暦2000年までに10倍の10万人にまで増や

す計画を含む，「21世紀への留学生政策の展望について」という報告を提出した。この新政策は，

折しもアジア諸国の一部で打ち出された， H本の経済発展に学ぼうという機運や，増加する留学

生の渡航先を多様化しようとする派遣国の方針に合致して，計画を上回る実績をあげ， 1990年ま

でに年平均21.8％の増加で， 41,347人（計画では29,650人）の留学生を受け入れるようになっ
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た(19)0 

アメリカは過去にフィリッピンに， 日本は台湾と朝鮮半島に植民地支配の経験があるが．それ

以外の国々への教育的影響力の増大があったとすれば，それは植民地主義や新植民地主義の枠組

みではもはや説明できない。アジア地域における経済的な支配力を背景に．両国の教育的進出が

なされたのであれば，従属理論を支持する事実であるが．アメリカと日本のアジア地域における

経済的実力と教育的浸透力はパラレルな関係にあるのであろうか。そしてまた，この地域での旧

宗主国の影響力はどこまで逓減しているのであろうか。以下では，複雑な国際的教育関係の動き

のなかで．国家としての教育政策が比較的明確に．個性的に打ち出されてきた．マレーシアと英

国の教育関係の変遷を中心に考察してみたい。

(2)教育をめぐる国際関係：マレーシアと英国の事例

わが国でも，海外留学ブームや国内での留学生の増加，あるいは海外の大学の日本進出（これ

はまさに文字どおりの高等教育の輸出である）などで，教育における国際流動は，身近な問題と

なってきたが，あくまで教育の周縁的問題であり，それが国家の最重要関心事になることはまれ

である。日本における留学生問題は，絶対的にも比率的にも，微小であるし，翻って考えればそ

れは日本の教育システムが，少なくともハード的には自己完結度が高いことを意味している。

一方，人口 1900万の東南アジアの国，マレーシアを舞台にして国際的教育流動を見て•みると，

全く別の様相が浮かんでくる。 1958年に英国植民地から独立したマレーシアは，現在 7つの大学

と2つの高等教育機関を持つが，その学位コースの総定員は53,476人で，当該年令人口比の就学

率は2.66％にすぎない。 (1989年） （20)ところがこの小さな国は， 1989年 UNESCO統計によれば，

中国に次ぐ世界第 2位の留学生送り出し国であり（上位50ヶ国の受入れ総数は40,324人）， 1981

年から1985年の統計までは世界最大の送り出し国の座にあった（2]）。マレーシア政府の統計でも，

1988年には42,381人が海外の高等教育の学位コースに在籍しており，これら留学生は同年のマ

レーシア人学生で高等教育総学生数の約半数の46.0％に達しており， 1983年のように過半数を超

えていた時期もあった (22)。1984年当時，マレーシア人の海外留学に費やされた費用（私費留学

も含む）は， 12億 M$ （リンギット： lM$＝約60円）であったが，当時のマレーシア国家の総

教育支出が41億 M$，そのうち扁等教育の支出が 5億 8千万 M＄であった (1985) ことを考え

ると，留学による負担の大きさがわかる (23)0 

マレーシアの教育制度は高等教育を含めて，起源的には英国の既存のモデルの移植であった。

英国による植民地化は，マラヤにとって幸運以外の何ものでもないと考える，英国植民地官僚と，

彼らによって選抜され，英国風教育と訓練を受けたマレ一人官僚組織 (MalayanCivil Service) 

との調整によって，マレーシアの独立は流血の惨なく達成された。マレーシアは独立後，大学組

織においては少なくとも 10年，高等教育の授業用語においては少なくとも20年，中等学校理科カ

リキュラムや試験制度においてはおよそ30年間，英国を中心とする西洋のパターンに従属するこ

とになった。しかし，それらの改革は教育制度全体のまだほんの一部であるし，改革そのものも

植民地時代の遺構を根こそぎ刷新しようとするものは少なかった。アシュビー卿 (SirAshby, 

1966) は，植民地教育制度の設立の際の英国植民地官僚の「思いこみ (assumption)」について
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［表 2] マレーシアからの留学生派遣先国0978-84) ［表 3] 同受入れ国(1985-91)

1978 1980 1982 1984 1985 1989 1991 

合衆国 3360 7500 13000 17100 7537 19480 12720 
英国 15470 15970 12530 14000 5467 5642 5969 

豪州 998 4750 8294 9100 4886 7654 7040 
カナダ 6016 5383 5769 7212 4960 1359 * 1410 
日本 357 184 275 1925 204 678 1050 
ニュージーランド 2258 1885 1263 2000 824 969 1008 
インド 3231 6000 6300 7020 1726 824 

学生総数 36921 46093 52015 65589 30107 40324 29528 

出典： ［表 2]Higher Education Division, Ministry of Education, Malaysia 

［表 3]UNESCO, Statistical Yearbook, 1985, 89, 90, 91 * it (24)参照

次のように表現している。

「もし我々が大学を海外の植民地に輸出しようとするのであれば，ちょうど我々の輸出する

車が英国車であるように，それらはもちろん英国の大学でなくてはならなかった。我々は気

候に適したマイナーな修正は喜んでするが，現地にはフランスやアメリカのモデルがより適

しているのではないか， という疑問を検討することは我々の仕事ではなかった。」 (25)

マラヤ大学の設立後，英国の直接の大学の輸出は跡絶えたが，高等教育の間接的「輸出」であ

る，海外留学生の受入れはますます盛んになった。多くのマレーシア人学生や政府の留学担当官

は，留学先の選定にあたって，フランスやアメリカの大学より英国のそれが適しているから， と

いうよりは，ごくあたりまえのこととして英国（英連邦）の大学を選んでいた。独立直後の統計

がないので推測の域をでないが，各種統計より留学生の半数以上は英国に留学していたものと思

われる (26)。

5500万余の人口を持つ英国は， 1960年当時大学学生人口比7.6% （アメリカ 1.5%，日本0.7%)

にあたる， 12,410人の留学生を受け入れていたが，その大部分が英連邦諸国からの留学生である

ことは当然のことと認識されていた (27)。マレーシアからの留学生の波は次第に顕著な存在とな

り， 1969/70年度には留学生集団の最大の国別グループとなり， 1982/83年度まで14年間にわたり

その地位を維持した 128)。英国では1966年から67年にかけて，国内学生と外国人に対する大学の

授業料に格差が導入されたが，これに基づく騒動の拡大を政府が嫌って，以降1974年にいたるま

での 8年間，海外留学生の授業料が250ポンドという額に凍結された。そのためにインフレーショ

ンを加味すると，逆に授業料は実質的に％安くなったとされるが，この時期は， まさにマレーシ

アからの留学生が英国で急増した時期と附合している。

英国の高等教育は基本的には公的に維持されており，授業料収入は経費全体の約20％をまかな

うにすぎず，残りは大学設置委員会 (UniversityGrants Committee) からの補助金と個人的な研

究資金で運営されている。従って，授業料が固定された場合，増大する運営経費の大部分は補助

金によって補填されることになり，これは国民の税負担に跳ね返ることになる。最初に留学生に

対する補助金の「費用ー効用分析 (cost-benefitanalysis)」に触れた報告書は， 1963年の高等教

育委員会報告（通称ロビンズ報告： RobbinsCommittee) であった。委員会は留学生数が20,000
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人に達した時の補助金総額は， 900万ポンドになると予測し，次のようなコメントをしている。

「我々の判断では， （留学生に対する）支出は正当なものである。それは明確な目的をもっ

て行われる海外援助の一形態であり，受益者の利益と一般的な友好関係の育成によって，目

に見える報いをもたらしてくれる。しかし，そうした援助が，補助金という形で最も望まし

く提供できるのか，また政府はその援助を将来どのレベルにまで，無制限に増やすのかとい

う問題はある (29)。」

1970年代には，国内の高等教育需要が安定化に向かったのに反して，海外留学生の流入が増え

続けたため，国内高等教育機関の留学生比率は1971/72年の5.6％から， 1977/78年には11.2％へ

と倍増し，公的な補助金の国民負担は急膨脹した (30)。1975年に政権に返り咲いた労働党は，以

後大学の授業料を毎年上昇させたが，海外からの留学生流人の抑制に効果がないと知るや，海外

留学生比率を1975年の水準に安定化させるために，各教育機関に留学生に入学割り当て (quota)

枠を設けて留学生数を抑制しようと試みた。

ところがその効果が顕在化しないうちに， 2年後の1979年春の総選挙で労働党は敗退し，サッ

チャー (M.Thatcher)首相率いる保守党が政権についた。新政権は深刻な財政危機に直面し．留学

生問題に根本的な改革が必要であるとの結論に達した。同年10月，政府は1980年10月より新政策

の施行を宣言したが，それは教育機関に在学する海外留学生の数に従って，補助金を削減し，留

学生とそのスポンサーから全額の授業料を徴収してそれを補うという徹底的なものであった。す

なわち，それまでは「税金食いのお荷物」的な存在であった留学生が，一転して，「現金払いの

お得意様」へと変身することになった。しかしその代償に， 1980/81年度でいえば，国内学部学

生の授業料740ポンド，大学院学生1105ポンドなのに対して，海外留学生は学部・大学院一律に，

文系2000ポンド，理系3000ポンド，医学系5000ポンドの授業料が必要となり，値上げ幅は最大で

15倍という高率となった (31)。

サッチャー政権の「留学生授業料全額負担制 (full-costfees policy)」は， 1年間，両院で審議

された後通過し， 1980/81年度から実施されることになったが，それと同時に内外から様々な批

判の声が巻き起こった。この政策が導入されれば，かなりの留学生の減少が予想されるので，留

学生に依存度の高い機関は死活問題であった (32)。学生組合と学界は理念的な批判を中心に，議

論の不十分さと外交上の損失を強調した。また一部の実業界ロビーは，それによって予想される

貿易実績への悪影響を懸念していた。しかし誰よりも突然の値上げに困惑したのは，最大の顧客

である，マレーシア，香港，ナイジェリアなどの留学生大口派遣国・地域であった。特に当時最

大の留学生派遣国であったマレーシアは，官民ともに最も敏感な反応を示した。

この時期はマレーシアの政界においても，独立以来の転機がおとずれていた。 1981年 6月，フ

セイン・オン (HusseinOnn)首相を継いで，第 4代マレーシア首相にもと文部大臣マハティー

ル (MahathirM.）博士が就任した。マハティール博士は，英国でなくシンガポールで医学博士

号を取得し，これまでの歴代首相のように貴族階級との縁故もほとんどなかった，という点で異

色な存在であった。彼はマレー・ナショナリズムの強力な唱道者で， 1970年には Iマレー・ジレ

ンマ (TheMalay Dilemma)』を著し，マレー民族の自律と因習および植民地的依存からの脱皮

を唱えたが(33)，民族対立を刺激するとの理由で10年間の発禁処分を受けている。西洋嫌いと言

われる彼が，首相の座についた時の英国ーマレーシア関係は最悪の状態に近かった。前述の英国
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の高等教育機関の留学生の授業料の大幅値上げを一方的に通告されて英国の独善に反感が高まっ

ていたところに，ガスリー事件 (Guthrieaffair) が勃発した。 1981年 6月，英国系マレーシア資

本の現地化を進めていたマレーシア政府は，ロンドン証券取引所において英国系商社ガスリー社

の子会社の株式の過半数を一挙に取得した。これに対して英国政府は証券取引所の規則を「締め

つけ」て対抗したため，両国関係は一気に悪化した。さらに新任の在マレーシア英国高等弁務官

の軽率な言動や，マレーシアの人権問題に対する干渉などの事件が璽なり，マレーシア政府は「英

国製品遅買運動 (BuyBritish Last)」を呼びかけるまでに発展した (34)0 

そのような両国関係のなかで， 1982年 2月，クアラルンプルにおける，第 5回マレーシア・日

本／日本・マレーシア経済協会，合同年次会議 (The5th Joint Annual Conference of the 

Malaysia-Japan and the Japan-Malaysia Economic Associations) におけるスピーチのなかで，ルッ

ク・イースト政策 (TheLook East Policy) が宜言された。ルック・イースト政策とは，マレー

シアの経済発展と自律を促進するために，マレーシア国民が日本および韓国の社会的価値観や労

働倫理，態度を見習い，それらの国民の意欲と方法と技能に目を向けるように促す，政府主導の

社会・経済運動のことである。イーストとは西洋に対する東洋の価値観のことであり，複合民族

国家全体が目標とし，社会的変革を目指すモデルとして，特定理論や聖典を持たず，西洋的要素，

華僑的要素，インド的要素，イスラム的要素から比較的フリーな価値観として注意深く，選ばれ

たものである。

「ここでアジアに目を転じると，特に日本と韓国は民主主義を採用し，施行しているが，集

団あるいは多数の者の権利をないがしろにし，損なうような，そういう個人の自由は許され

ていない。その結果，国は安定し，その競争力は高められているのである。日本や韓国の労

働倫理は，規律，忠誠，勤勉をその内容として，それぞれの経済や社会の発展の原動力となっ

た。以上のような理由で，マレーシアは東方を直視することを決定した (35)。」

「もしこれまで西洋の悪しき労働倫理を存分に学んできたならば，今や東洋の良き労働倫理

の一部も学ぶべき時である。ルック・イースト政策とは，西洋をすべて放棄しようというの

ではなく，西洋一辺倒を脱して他の何らかの手段にも活路を開こうというものである。西洋

の良いものには我々は依然として従うが，ここ（東洋）にも我々にとって有益な倫理価値，

システムが存在している (36)。」

マハティール首相はルック・イースト政策を採用することで，「マレーシアは H本や韓国から

の援助を期待しているわけではない。もちろん，マレーシアが日本の衛星国家になったり， 日本

の同盟国もしくはそれと類似のものになることを望んでいるのではない。また H本のすべてをま

ねようというのではなく，日本の失敗にも学ばなくてはならない。」 (37)とも述べている。しかし，

rii)時に，この政策の達成には， H本および韓国からの企業進出と投資がきわめて重要であること

も認識していた。首相は H本政府および日本企業に対しては，次のような協力と援助を行うよう

に要請した。（翰国に対してもほぼ同内容） （38) 

①日本の大学，専門学校でのマレーシア人学生の受入れ。

②日本企業・商社・ I場・官庁におけるマレーシア人研修生の受入れ。

③H本の労働倫理，経営管理の方法をマレーシア企業，官庁に取り入れる。

④日本の企業にプロジェクトを発注して，マレーシア人労働者と接触させる。
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⑤日本の商社に類似した組織を設立し，協力を求める。

⑥日本企業を誘致する。

⑦H本語出版物の翻訳，辞書編集などの文化事業。

ルック・イースト政策はその構造として①英国に対して譲歩を引き出すための政治的側面，②

価値観の転換を目指す文化・教育的側面，そして③究極的な目標としての経済的側面がある。こ

の政策の発端には，マハティール首相の，英国の教育・外交・経済政策に対する失望と反感があっ

たことは確かであるが，その背景には，彼個人の反西洋的気質に加えて，マッケンジ一社の経営

顧問であった大前研ーとの個人的親交からの影響が大きいといわれる (39)。この政策の特色は，

その立案，宜伝，施行の各場面において，マハティール首相個人のイニシアティブがきわめて大

きく，それだけに，彼の引退後の，政策の継続性が不明確なことである。従って，この首相の個

人的「思い込み」に対する批判は国内からも様々な角度からなされた。例えば，①価値観移植の

困難さ，②技術移転の限界（日本にとっては競争相手の育成になる），③モデルとしての日本の

不完全さ，④日本への経済的従属の強化などが指摘された (40)1983年には英国との和解もなり，

日本・輯国側の対応の消極さもあって，マハティール首相は1984年以降，公式の場でルック・イー

スト政策を表明することはなくなっているが，文化・経済政策は基本的に今日まで継続されてい

る。

そのひとつがマレー系ブミプトラ (Bumiputera :土地の子＝先住民族）の学生を対象とした

日本留学制度である。日本語で授業が行われる日本の大学に学生を派遣する準備として，マラヤ

大学に日本留学のための予備課程プログラムと日本文化センターが1982年開設され，マレー系か

ら選抜された学生が2年間の日本語および専門科目研修を受けて， 1984年には第 1期39名が日本

の各大学に配属され，近年では毎年100名程度が派遣されている。専門学校へは，毎年25~30名が，

東京の語学躯中コースで 1年間のコースを受けた後，送りこまれている 141)0 

このプログラムを実施に移すために， H本のいくつかの大学の学位が急遠マレーシア政府に認

定され，卒業生のマレーシアの官公庁への就職の道が開かれたが(42)，最終的にプログラムが成

功するためには，マレーシアに進出している日系企業が積極的にこれらのコースの卒業生を採用

することが，暗黙のうちに期待されていた。研修プログラムとしては，産業研修 (Industrial

Training)や管理職研修 (ExectiveDevelopment) として，専門職員や技術者が4ヶ月から 1年間，

日本の公共機関や公企業に日本語研修の後に送られている。その他にも，特定の目的を持った，

政府間および私企業間の研修プロジェクトが多数あり，マレーシアでの建設工事を落札した日本

および緯国の企柴が，現場で数百人規模の作業者および幹部に対して研修を行った例もある (43)0 

このような政府主導のプロジェクトに私費留学生も加えて，マレーシアからの日本留学生は急

増し， 1982年の156名から 1990年には1544名となり，日本における海外留学生のなかでは中国，

韓国，台湾につぐ第 4位（非漢字文化圏からの学生としては最大）の集団となった (44)。また，

マレーシアからの送り出し側から見た場合でも，表 2および 3のとおり，第 5~ 6位の派遣先国

となった。しかし， 日本語修得の難しさに加えて， 日本の大学の学位の取得の難しさ，帰国後の

マレーシア国内での評価の問題などがあり，これ以上の大幅な増加は考えにく<,むしろマハ

ティール政権が退陣した後の反動が予想される。

一方，留学生の授業料全額負担政策を導人した英国は，直後の 4~ 5年には，海外留学生の急
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激な減少に見舞われた。新政策が施行された1982/82年度には，留学生は前年度の48,136名から

30,975名へと35％の減少が見られた。国別では，マレーシアからの留学生が大学レベルで24%,

継続教育レベル (non-advancedfurther education) で81%という下落を記録した。 1984年までの

5年間で，留学生は全体で36％減少したが，英連邦諸国からは40％減少したのに対し， OECD諸

国からは14％の減少にとどまり， EC諸国からはほぽ現状を維持した。従って，この政策が英国

の海外留学生の構成に与えた影響は，留学生の出身国に関して，①英連邦諸国から EC諸国へ，

②途上国から先進国へのシフト，教育レベルに関しては③継続教育から大学院教育へ，としてま

とめられる 145)0 

各界各国からの非難の高まりに対して，サッチャー政権は補助金復活への後退はいかなる意味

でも否定すると断言していたが，強硬なロビー活動と留学生基金等 (OverseasStudents Trust) 

の民間団体の助言によって， 1983年，外務省が譲歩策を打ち出した。すなわち，補助金全廃の基

本方針は変更せず， ODA予算の一部である，海外技術協カプログラムの資金を用いて，打撃の

大きい特定の国からの留学生に対して奨学金の形で助成するというものである。これによって，

マレーシア，香港，キプロスの英連邦諸国・地域に対して， 3年間にわたって総額4600万ポンド

が用意され，この声明を発した外務大臣の名にちなんで，この助成をピム・パッケージ (Pym

Packege) と呼んでいる (46)。

これ以外にも，様々な資金から奨学金制度が特定の国や地域を対象に設定され，英国は「これ

までの留学生に対する無差別の国庫援助から，政府が英国に来て欲しいと思う種類の学生を対象

とした，絞った援助 (targetedscholarship schemes)」（47)に方針を切り替えたことになる。これに

よって香港からの留学生の大部分は，国内学生なみの授業料になり，マレーシアの学生にも 3年

間で 5百万ポンドの助成が与えられた。リン・ウィリアムズ (LynnWilliams, 1987) は新たな

英国の留学生政策を次のように要約している (48)0 

①英国は様々な理由，教育，政治，経済，開発上の理由から海外留学生を歓迎する。

②基本的に彼らの教育費用は英国の納税者によって負担されるべきではない。

③しかしながら，国家的な優先順位が認められた場合には，特定の個人や学生カテゴリーに

対して，注意深く絞られた助成制度が用意されるべきである。

こうした助成に加えて，クアラルンプルや香港，シンガポールでの「教育フェア」開催などに

みられる英国大学の海外における商業努力によって (49)，英国への留学生数は1984年以降回復の

兆しを見せ，高等教育部門に限れば， 1987年には新政策導入前の水準を回復した。一方，マレー

シアに関しても， 1983年には英国製品に対する遅買運動を撤回し，両国首相の非公式の会談の後，

マレーシアから英国への留学生数の変動も安定化した。またこれには，マレーシア学生が英国等

の大学に留学する際に，一定期間を国内のカレッジのコース履修で代替し，海外での滞在期間を

短縮する，スプリット・コース (splitcourses/ dual-location courses) などの創設による，コスト

削減努力にも負うところが大きい 150)0 

(3)学位取得先国の分布と変遷

特定の国や地域間のより強い教育的依存・影響の関係を検出するもうひとつの指標として，そ
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の国・地域の知識人，指導者，経済人がどの国の教育機関で教育的資格や学位を取得したかとい

うことを調べる方法がある。前述の，英国への依存からの脱皮を主張した，マレーシアのマハ

ティール首相は，独立以来の歴代首相として，はじめて英国で教育を受けていない首相として有

名である。また立憲君主制のマレーシアでは，国王は各州の 9人のスルタン（イスラム社会の首

長）から 5年ごとに互選されるが，その 9人のスルタンのうち 7人までが，英国での高等教育を

受けている (51)。さらに1983-4年時点でのマハティール内閣の大臣25人中，副首相を含む10人が

英国留学経験者，オーストラリアが 3名，カナダ，米国留学組が各 2名，インドネシア，スイス

が各 1名であった (52)0 

学位の取得は本人の肩書きとして終生残るので，取得先国の傾向の時間的な変化は比較的ゆっ

くりと表れ，現状を反映しにくい面もあるが，逆に一時的な流行や政変による影響を受けず，あ

る程度将来の長期的な傾向を予測することができるという側面がある。もちろん全留学者の学位

の取得先を知ることは不可能であるが，通常の場合最高の学位である博士号を取得し，帰国後ア

カデミックな意味での最高学府である大学の教官として採用された人々に対象を絞れば，ある意

味での「成功した留学」の傾向を知るうえで，有効なサンプルとなりうるし，また資料的にも時

間的な変化を遡及することが可能である。またマレーシアをはじめとする東南アジア諸国では，

フィリピンを除いて，大学の数はそれほど多くなく，歴史的にも規模でも一国をリードする指導

的大学が比較的自明なので，その国の状況を代表していると考えられるサンプルが得やすいとい

う点がある。本論では英連邦諸国の大学教育職員のリストを1950年代から掲載している Common-

wealth Universities Yearbook (The Association of Commonwealth Universities, London) を主な資

料として利用した 153)0 

博士号の取得のために外国の大学に留学を考慮する場合，その行き先を選ぶ際に，多くの要因

がその決定を左右する。①その国・大学・コースのアカデミックなレベルと実績および，取得し

た博士号の自国での評価，②奨学金の有無や大学間の交流，共同研究などの人的・制度的つなが

り，③自国の大学では得られない教育内容・分野，④留学のしやすさ（生活言語，授業料や生活

費のコスト，自国からの距離，治安状況）などである。したがって，ある大学の教官の博士号の

取得先大学や国を調べても，それだけでは，それが意味するものは複雑で曖昧である。しかし，

同様のデータをいくつかの国や時代にわたって対照する，（多国間および時系列間）比較法を用

いれば，同一大学の学部（学系）間で，職階間で，あるいは大学間，さらには世代（時代）間で，

何らかの特徴ある傾向があればそれを抽出できる可能性がある。そこで， まずマレーシアで最も

歴史のある総合大学，マラヤ大学の教官の1991年（データ収集は1990年）時点での博士号取得先

を，学系別，職階別に集計した結果を以下に示す。

1991年度にはマラヤ大学の教官の40％にあたる417人が博士号を取得していたが， さらにその

43％にあたる180名は英国の大学の学位取得者であった。続いてアメリカ合衆国76名 (18.2%),

オーストラリア30名 (7.2%）が多かったが，国内の大学（ほとんどの場合マラヤ大学）での博

士号取得者も85名 (20.5%) に達していた。それ以外では，カナダ20名，ニュージーランド， ド

イツが各 6名，インドの 5名，インドネシアの 4名などが目立つものであった。留学生がアメリ

力やオーストラリアヘ流れているという一般的傾向は，社会科学の分野でアメリカでの博士号取

得者がトップに立ってい点にわずかに反映しているが，自然科学など理系コースでの英国の影響
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［表 4] マラヤ大学教官の専門分野別博士号取得先国 (1991年）

取得国 英 国 合衆国 豪州 国内 その他

人文科学 21(32.8%) 1107.2%) 4 (1.6%) 22 (34.4%) 6 (9.4%) 

社会科学 20(21.7%) 35(38.0%) 9 (9.8%) 23(25.0%) 5 (5.4%) 

自然科学 89(50.2%) 25(14.1%) 13 (7.3%) 2705.3%) 2303.0%) 

農工建築 33 (76. 7%) 2 (4.7%) 

゜
5(11.6%) 3 (7.0%) 

医歯薬学 17(43.6%) 3 (7.7%) 400.3%) 8(20.5%) 707.9%) 

総 計 180 (43.4 %) 7608.3%) 30 (7.2%) 85 (20. 5%) 4400.6%) 

［表 5] マラヤ大学教官の職階別博士号取得先国 (1991年）

取得国 英国 合衆国 豪州 国内 その他 計 教官総数

教授 16 ， ， 8 8 50 

助教授 78 54 18 61 27 238 

講師助手 86 13 3 16 ， 127 

72 

375 

591 

総 計 180 76 30 85 44 415 1038 

力は依然大きく．一般的な留学生の動きほど，博士号取得者の国際的分散は進んでいないことが

わかる。

また表 5に教官の職階ごとの分布を示したが．教授．助教授レベルよりも．むしろ講師などの

若手レベルにおいて．英国学位取得組が67％を占めているという事実は，近い将来に英国学位の

支配がマラヤ大学において崩れる可能性はきわめて低いことを示している。マラヤ大学はマレー

シア最古，最大の大学であり，他に同国には 2つの総合大学と 4つの専門大学が存在している。

マレーシア国民大学とマレーシア理科大学（実際には総合大学）は． 1969年以降の創立であり，

植民地時代からの英国とのしがらみから解放された組織や学術交流の展開を期待できる反面，創

立後歴史が浅く，自校からの博士号取得者が十分に育っていないという要素もあり，同様のデー

タの比較集計を行ってみた。

結果は新設 2大学とも．マラヤ大学とよく似た取得先の分布を示し，英国学位はいずれの大学

でも 4割以上の占有率を示した。ただし，新設大学では．まだ自校の博士号授与数が少ないため

に．国内大学での博士号取得者の比率がマラヤ大学より低く．その分をアメリカでの学位取得者

が補って進出しており．学位の取得先に分散化が進んでいるように見える。マレーシアL科大学，

マレーシア農業大学，国際イスラム大学等の専門大学についても，同様の集計を行ったが．その

博士号取得先における英国の占有率は．理学部．工学部の教官の比率の高い大学ほど．大きくな
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［表6] マレーシアの 3総合大学の教官の博士号取得先分布 (1991年）人（％）

博士号取得先 合 計 英 国 合衆国 豪州 国内 その他

マラヤ大学 415 180 76 30 85 44 
創立1959年 (100%) (43.4) 08.3) (7.2) (20.4) 00.6) 

マレーシア国民大学 408 172 112 31 47 46 

創立1970年 (100%) (42.2) (27.5) (7.6) (11. 5) (l 1. 3) 

マレーシア理科大学 384 154 111 33 19 67 
創立1969年 (100%) (40.1) (28.9) (8.6) (4.9) (17.5) 

る傾向があり，設立年や大学の規模との関連は見出されなかった (54)0 

英国学位の支配力は旧イギリス植民地の大学に共通する現象であろうか。次にアジアの旧イギ

リス植民地における，マラヤ大学に似た形態と歴史を持ついくつかの大学について同様の検討を

行った。ただしインドに関しては，最も歴史の古い，植民地期 3大学（カルカッタ，ボンベイ，

マドラス）がいずれも規模が小さいので， 3大学を合計した数値で集計してある。

［表 7] 1H英領植民地の大学の教官の博士号取得先分布 人（％）

博士号取得先 合計 英国 合衆国 豪、}|91 国内 その他

マラヤ大学 415 180 76 30 85 44 
創立1959年 (100%) (43.4) (18.3) (7.2) (20.4) (10.6) 

国立シンガポール大学 933 321 258 80 107 168 
創立1959年(1991) (100%) (34.4) (27. 7) (8.6) (11. 5) (18. 0) 

香港大学 380 150 103 23 66 38 
創立1911年(1989) (100%) (39.5) (27.1) (6.1) (17.4) (10.0) 

インド三大学 910 38 33 I 827 11 
創立1857年(1989) (100%) (4.2) (3.6) (0.1) (90.9) (1.2) 

コロンボ大学 108 66 7 2 23 11 
創立1921年0989) (100%) (60.6) (6.5) (1.9) (21.1) 00.2) 

アジアにおける旧英領植民地の大学において，英国の大学は，海外における博士号の取得先と

して依然として最も有力な地位を維持していたが，各国各大学における学位取得国の分布パター

ンには大きな差が見られた。学者の養成において旧宗主国への依存が高いアジアの新興国のなか

で．最も特異であったのはインドの各大学で，博士号保持者の90％以上が，インド国内の大学で

の取得であった。インドの大学の博士号の自給率が高いのは．マラヤ大学よりも 100年を超える

長い歴史に加えて．国内の大学が充実して発展しつつあることが基本にあるが，近年の頭脳流出

-186-



杉本：アカデミックな人的流動にみる国際教育関係

などによる留学のコストに悩んだインド政府が導入した留学制限と外貨持ち出し制限の影響も考

えられる。最近では，「インドのカレッジの最も優秀な卒業生の多くは，海外の大学院に進学し

て帰国しないこともしばしばある。」という (55)。

マラヤ大学は上記大学中では，コロンボ大学を除くすべての大学よりも高い英国大学への依存

度を示した。コロンボ大学は伝統的に英国学位への依存度がきわめて裔 <,1982年には英国大学

の博士号取得者が71.8％を占めていた。コロンボ大学は農工学系学部を持たず，人文科学系も小

さく，総合大学と呼ぶには疑問もあるが，それでも 7年間のうちに英国学位の占有率が10％以上

も下がったと言うことは，ここでも英国の影響力は急速に低下しているといえるであろう。

香港大学においても，従来から教官の英国学位への集中度は高く， 1970年には71%, 1982年で

も47.1％の博士号は英国の大学から授与されていた。従って1989年の39.5％という数値は英国の

学位の占有率のかなりの低下を意味している。マラヤ大学と他の旧植民地の大学との最大の相違

は，教授・助教授層における英国学位の影響力と若手の講師・助手層における英国学位の影響力

の変化が一般的傾向と逆転していることである。表 5に示したように1991年のマラヤ大学の教

授・助教授で博士号取得者のうち，英国学位を持つものの比率（A)は，講師・助手層のそれ (B)

より低くなっている。すなわち，一般的には大学教官の上の層になるほど英国大学での博士号取

得者の比率が高まるのに，マラヤ大学ではそれが逆になっているのである。この傾向はそれほど

極端ではないが，マレーシアの他の 2つの総合大学，マレーシア国民大学 (A=41.7%< B = 

42.4%），マレーシア理科大学 (A= 34. 8 % < B = 44. 7%）においても見られ，マレーシアに特

徴的である。

インドを除く各国では，高等教育の教員の市場はかなり限られており，それぞれが国内の指導

的大学であることを考えれば，大学教員の流動は欧米諸国ほど顕著ではない。その場合，確率的

に無作為の昇進が行われるとすれば，今Hの講師・助手における博士号の取得傾向は，将来の大

学の教授・助教授層の傾向として長期的な影響を残すことになる。すなわち，若手教員層にアメ

リカの学位取得者の多いシンガポール大学では，将来教授・助教授層にアメリカの学位取得者が

増えるであろう。一方，若手に英国帰国組が多いマレーシアでは，他の英連邦諸国の大学のよう

な英国の学位の影響力の低下がそれほど起こらないか， もしくは逆に影響力が増大する可能性が

あるということになる。

そこで，このことをより精密に検討するために， CommonwealthUniversities Yearbookのバッ

クナンバーをあたり， 1950年代からの博士号取得傾向の時間的変遷をたどることにした。シンガ

ポール大学は創立当時はマラヤ大学シンガポール校と呼ばれており， 1962年にシンガポールの独

［表 8] 4大学における職階別 英国大学博士号取得者の占有率(%)

マラヤ大学 国立シンガポール大学 香港大学 コロンボ大学

教授・助教授 (A) 32.6% 37.8 45.6 75.0 

講師・助手 (B) 67.7 33.1 37.2 57.9 

（注）マラヤ大・シンガポール大のデータは1991年，香港大，コロンボ大は1989年
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立とともにシンガポール大学となり， 1980年には中国語系の南洋大学と合併して，国立シンガポー

ル大学となったが，これを一貫してシンガポール大学と表現する。コロンボ大学も 1921年にセイ

ロンユニバーシティ・カレッジとして創設され， 1942年にセイロン大学， 1972年にスリランカ大

学コロンボ校， 1979年以降スリランカ，コロンボ大学が正式名称となったが，これもコロンボ大

学という呼称で統一する (56)。

図 1は1960年から1991年までのマラヤ大学とシンガポール大学の博士号取得者の学位取得先国

の比率の年次変化を示している。独立前の1950年のデータではマラヤ大学とシンガポール大学の

共通の母体であるラッフルズ・カレッジのデータが記載されているが，それによれば当時の博士

号を保持する教官は28名中 8名で，そのうち英国の学位取得者が7名 (85.7%) で，残りの 1名

はアメリカ，シカゴ大学の博士号保持者であった。これが英領マラヤの教育機関における英国の

影響力の出発点といえる。

以後，図より明らかなように， 1960年から1991年まで，英国大学の博士号の比率の全般的な衰

潮と（マラヤ大学1960年71.4％→1991年43.2%，シンガポール大学1960年58.6％→1991年34.4%),

アメリカ学位の進出の傾向はほぽー貰している（マラヤ大学1960年7.1％→1991年18.2%，シン

ガポール大学1960年12.1％→1991年27.7%）。また図では省略したが，自前（自校で）の博士号

取得率もマラヤ大学ではほぼ一貰して上昇しつつある (1960年0％→1991年20.4%）。両大学の顕

著な差は，マラヤ大学では英国学位のシェアがシンガポール大学に比べて，各年度とも高いだけ

でなく，近年になってそのシェアが下げ止まり，むしろやや上昇する傾向が見られることである。

同様の集計を香港大学，コロンボ大学についても試みたが，英国大学の学位のシェアは，香港大

学の場合， 1970年代に (71.0%），コロンボ大学の場合は1980年代に (71.8%）それぞれピーク

を迎え，以後かなり急速に低下する傾向にある。

博士号の取得先国の傾向は，一般留学生の流れの傾向と必ずしも一致するとはかぎらない。博

士号留学の場合，滞在がより長期間であり，ほとんどの学生が何らかのスポンサーを持つか，職

［図 l] マラヤ・シンガポール大学教‘自の陣士号取得先国の比率の年次変化(%)
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場の援助を受けているので．相対的には授業料などの変化に左右されにくく，政府派遣の比率も

高いので．派遣国政府の思わくが反映しやすいと考えられる。ー大学の博士号取得パターンを派

遣国政府の政策や受入れ側の事情に単純に結びつけることは危険であるが，同じ歴史的基礎から

発展分離したマラヤ大学と国立シンガポール大学両大学で，学位取得国に対する傾向の違いが今

後も拡大するならば，典味深いことである。

また，学位は個人の資格として長期にわたってその人の属性となるため，短期的な外交事情よ

りは，長期的な国家関係や学問的趨勢の指標としてみることができる。その意味では，中国への

返還を間近にひかえる香港の知識人の行動も典味深い。香港では，英国の授業料全額負担制の導

入による，留学生数への影響はマレーシアほど大きくはなく，比較的短期間で英国への留学数は

回復し，第一位の留学生派遣国の座をマレーシアから奪った。しかし．香港大学の教官の学位取

得者傾向では，英国組の比率は依然として高いものの．かなり急速に低下しているのがわかる。

(1970年71.6％→1989年60.6%)

(4)結語

マレーシアを舞台にした，留学生・研究者の国際流動は，その人口規模に比して，はるかに活

発で，大きなマーケットを形成している。そしてその流れは旧英国植民地としての経緯や，教育

制度の接続，国内の民族問題などに影響を受け，特徴的な流れを見せている。しかし，海外の高

等教育の「消費者」であり，「輸入国」であるマレーシアとその学生・研究者は，市場において

一定の選択権をもっており，その時の主な留学生受入れ国の留学生政策や授業料等のコスト，そ

して帰国後の学位等の効用を常に考慮に入れ，国際的な教育流動の動態に敏感な反応が現れてい

る。

現在のマレーシアの留学生の動きは，世界の教育流動の潮流にもれず，アメリカ合衆国への大

きなシフトを見せており，マレーシア人大学生の 4割が海外に学ぶなか，さらにその 4割以上の

学生がアメリカの高等教育機関に学んでいる。日本もマレーシアの留学生マーケットヘの影響力

を近年急速に尚めているが，同国の経済・貿易にしめる日本の圧倒的なプレゼンスに比して，そ

の規模はいまだささやかなものであるし，近い将来にもその傾向が大きく変わることはないであ

ろう。その意味では，教育的従属が経済的従属のひとつの表現形態であるとした従属理論の適用

にはそぐわない事例である。

留学生国際マーケットにおける英国の退潮は，留学生流動においても，博士号の取得先の変遷

をみても明らかであるが，特定の国に対しては今もなお手堅い「輸出」先を抱えており，英国の

教育規模に見合った，尚等教育の輸出は今後も継続されるであろう。その意味では，新植民地主

義の執拗な痕跡を感じることもできるが，それによって阻害されているはずの教育的・経済的発

展（すなわち阻害状況）が，マレーシアでは明確ではない。また，マレーシアが「日本カード」

を使って，英国から譲歩を引き出したように，大口消費者である第三世界の国々は，高等教育輸

出国に対して一定の交渉力を持っており，逆に英国の尚等教育はマレーシアに「国家的優先順位」

を与えるほど，その留学生収人に依存せざるを得ない，という現象は，いわゆる「相互従属」の

ー形態とみることができるだろう。
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